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●巻頭言 

櫻井雅之［宮城県土木部長］ 

●補償事例 

調停及び訴訟手続きにより土地所有者が確定した事例 

国土交通省北海道開発局小樽開発建設部用地課 

地方自治法第 260条の 38（認可地縁団体が所有する不動産に係る登記の特例）を活用し、認可地縁

団体名義に変更した後に用地取得を行った事例 

宮崎県日南土木事務所総務課用地担当 

●グラビア・事業概要紹介 

名護東道路の整備 ～沖縄本島北部地域の活性化を支援～ 

内閣府沖縄総合事務局北部国道事務所 

●自治体通信 

“あい”の風がはぐくむまち 

石川県輪島市 

●Interview 用地ぴーぷる 278 

手塚智貴［東日本高速道路株式会社関東支社東京外環工事事務所副所長］ 

●職場紹介 

山口県萩土木建築事務所用地課の紹介 

●関東地区用地対策連絡協議会創立 50周年記念式典・講演報告 

関東地区用地対策連絡協議会 

●異分野融合によるトータルランドスケープの時代へ 

関東地区用地対策連絡協議会創立 50周年記念事業（2016年 11月 15日） 

池邊このみ［千葉大学大学院園芸学研究科教授］ 

●中央用対理事会の申し合わせ事項等について 

中央用地対策連絡協議会事務局 

●平成 27年度補償業務管理士試験問題の解説と解答【11】総合補償部門（物件部門・機械工作物部門） 

用地補償実務研究会 

●用対連の動き・用地国債の利子支払額に係る利率の推移・修正率算定指数表［土地収用法第 71 条］ 

●編集後記 


